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那
珂
市
の
財
政
事
情

財
務
書
類（
財
産
と
債
務
の
状
況
）

を
公
表
し
ま
す

　

市
で
は
、
こ
れ
ま
で
整
備
し
た
資
産
や
借
入
金
な
ど
の
ス
ト
ッ
ク
情
報

や
行
政
サ
ー
ビ
ス
を
提
供
す
る
た
め
に
要
し
た
コ
ス
ト
情
報
な
ど
を
詳
し

く
理
解
し
て
い
た
だ
く
た
め
に
、
地
方
公
会
計
制
度
に
よ
る
財
務
書
類

（
貸
借
対
照
表
・
行
政
コ
ス
ト
計
算
書
・
資
金
収
支
計
算
書
）
を
「
基
準
モ

デ
ル
」
を
用
い
て
作
成
し
ま
し
た
。
今
回
は
、
平
成　

年
度
決
算
を
基
に

２５

作
成
し
た
市
の　
普
通
会
計
の
財
務
書
類
を
公
表
し
ま
す
。

※１

　

貸
借
対
照
表
（
バ
ラ
ン
ス
シ
ー
ト
）
と
は
、
年
度
末
に
お
け
る
市
の
資

産
と
そ
の
資
産
形
成
の
た
め
に
ど
の
よ
う
な
財
源
（
負
債
・
純
資
産
）
で

賄
っ
て
き
た
か
を
一
目
で
分
か
る
よ
う
に
表
し
た
財
務
報
告
書
で
す
。
平

成　

年
度
末
現
在
、
市
が
行
政
サ
ー
ビ
ス
を
提
供
す
る
た
め
に
保
有
し
て

２５
い
る
土
地
や
建
物
な
ど
の
財
産
（
資
産
）
は
８
７
７
億
９
千
万
円
で
、
こ

の
う
ち
の
７
割
超
に
あ
た
る
６
６
６
億
９
千
万
円
が
現
在
ま
で
の
世
代
が

す
で
に
負
担
し
た
も
の
で
、
残
る
２
１
１
億
円
が
将
来
世
代
の
負
担
で
返

済
し
て
い
く
債
務
と
な
り
ま
す
。

【内訳】

■金融資産 ９８．２億円　
現金・預金、有価証券、基金、
未収金（市税）など

■非金融資産 ７７９．７億円　
道路、公園、学校、庁舎など

　市が所有している財産の内容と金額です。
行政サービスの提供能力を示しています。

　資　産  ８７７.９億円

　

「
普
通
会
計
」と
は
…

※１　

自
治
体
間
の
財
政
比
較
な
ど
を
可
能
に
す
る
た
め
、
地
方
財
政
の
統
計
上
、

全
国
統
一
的
に
用
い
ら
れ
て
い
る
会
計
区
分
で
す
。
平
成　

年
度
に
お
け
る
本

２５

市
の
普
通
会
計
は
一
般
会
計
と
公
園
墓
地
事
業
特
別
会
計
、
上
菅
谷
駅
前
地
区

土
地
区
画
整
理
事
業
特
別
会
計
の
各
会
計
の
合
計
で
す

財
政
課
財
政
グ
ル
ー
プ

緯
２
９
８
・
１
１
１
１

（
内
線
５
２
２
・
５
２
３
）

問　い
合わせ

平
成
　
年
度
末
現
在
　
普
通
会
計

貸
借
対
照
表
・
行
政
コ
ス
ト
計
算
書
・
資
金
収
支
計
算
書

25
貸
借
対
照
表

（
バ
ラ
ン
ス
シ
ー
ト
）

【

】

　　計 ８７７．９億円 　　計 ８７７．９億円

◇資産１１．７億円減の主な理由
　財政調整基金などへ積み増しした一方、公共用財産
施設などの価格が減価償却により減少したため。

◇負債４．４億円減の主な理由
　市債残高が減少したため。

◇純資産７．３億円減の主な理由
　災害復旧事業が大幅に減少したため。

　借入金（地方債）や将来の職員の退職手当な
ど、将来世代の負担で返済していく債務です。
（うち翌年度支払い予定額　　　１９．７億円）

　負　債 ２１１．０億円

　公共施設や基金などの資産形成のうち、現
在までの世代がすでに負担しているものが純
資産（正味資産）となります。

　純資産 ６６６．９億円

■貸借対照表　平成24年度※２

　との比較
負　債 ４．４億円減資　産

１１．７億円減 純資産 ７．３億円減

※２本年度より「基準モデル」を採用したことにともない、平成２４年度分についても「基準モデル」に見直して比較
をしています。なお、平成２４年度分を「総務省改訂モデル」から「基準モデル」に見直した結果、貸借対照表に
おける資産が４１．２億円増となりました

　市民１人あたり１５７．１万円の資産があり、その資産形成のために、
これから負担する金額が３７．８万円で、これまでに支払い済みの金額
が１１９．３万円であることを意味します。

※平成２６年３月３１日現在の住民基本台帳人口５５，８８７人を基に算出し
ました

■市民１人あたりの貸借対照表
負　債 ３７．８万円資　産

１５７．１万円 純資産 １１９．３万円
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市
の
行
政
活
動
は
、
福
祉
や
教
育
な
ど
に
お
け
る
人
的
サ
ー

ビ
ス
や
給
付
サ
ー
ビ
ス
の
提
供
な
ど
、
資
産
形
成
に
つ
な
が
ら

な
い
行
政
サ
ー
ビ
ス
が
大
き
な
割
合
を
占
め
て
い
ま
す
。「
行

政
コ
ス
ト
計
算
書
」
は
、
市
が
１
年
間
に
提
供
し
た
行
政
サ
ー

ビ
ス
に
要
し
た
コ
ス
ト（
原
価
・
費
用
）と
、
そ
の
財
源
で
あ
る

使
用
料
・
負
担
金
な
ど
の
収
入
を
明
ら
か
に
し
た
も
の
で
す
。

　

平
成　

年
度
の
市
の
行
政
コ
ス
ト
の
総
額
は
１
５
８
億
７
千

２５

万
円
で
、
そ
れ
ら
の
経
費
に
充
て
る
た
め
に
得
た
収
入
が
７
億

１
千
万
円
、
差
引
１
５
１
億
６
千
万
円
が
純
コ
ス
ト
と
な
り
ま

す
。

経常収益（Ｂ） ７．１億円
使用料・手数料・分担金・負担金などの収入

【内訳】
■人にかかるコスト ４２．７億円
職員の給与・退職手当など

■物にかかるコスト ４５．４億円
物品購入、光熱水費、施設などの修繕費など

■移転支出的なコスト ６７．７億円
生活保護費、子ども手当、各種補助金、繰出金など

■その他のコスト ２．９億円
地方債の利子など

経常行政コスト（Ａ） 　１５８．７億円

純経常行政コスト（Ａ）－（Ｂ） １５１．６億円
経常行政コストから経常収益を差し引いた純粋な行政コスト

【
行
政
コ
ス
ト
計
算
書
】

　
「
資
金
収
支
計
算
書
」
は
、
現
金
の
流
れ
を
表
し
た
も
の
で
、
市
が

ど
の
よ
う
な
活
動
に
資
金
を
必
要
と
し
て
い
る
の
か
を
示
し
た
も
の

で
す
。
平
成　

年
度
末
の
資
金
残
高　

億
９
千
万
円
に
、
平
成　

年

２４

１３

２５

度
の
経
常
的
収
支　

億
６
千
万
円
、
資
本
的
収
支
△　

億
２
千
万

２３

２１

円
、
財
務
的
収
支
△
５
億
円
を
加
え
た
も
の
が
平
成　

年
度
末
の
資

２５

金
残
高
と
な
り
ま
す
。

　

資
本
的
収
支
は
、
工
事
な
ど
の
支
出
の
な
い
市
町
村
以
外
は
通
常

マ
イ
ナ
ス
表
示
と
な
り
ま
す
。
な
お
、
資
本
的
収
支
の
う
ち
、
お
も

な
支
出
内
容
は
、
安
心
安
全
対
策
両
宮
排
水
路
整
備
事
業
な
ど
の
固

定
資
産
取
得
に
か
か
る
も
の
に
な
り
ま
す
。
財
務
的
収
支
は
、
市
債

発
行
に
よ
る
収
入
よ
り
、
公
債
費
（
元
利
償
還
金
）
の
支
出
の
方
が

多
か
っ
た
た
め
マ
イ
ナ
ス
表
示
と
な
り
ま
す
。
こ
の
こ
と
は
、
市
債

残
高
が
減
少
し
、
将
来
の
負
担
が
減
少
し
た
こ
と
を
示
し
て
い
ま
す
。

　

以
上
の
理
由
か
ら
、
平
成　

年
度
末
の
市
の
資
金
残
高
は
、
２
億

２５

６
千
万
円
減
少
し
、　

億
３
千
万
円
と
な
り
ま
し
た
。

１１

【
資
金
収
支
計
算
書
】

（
キ
ャ
ッ
シ
ュ
フ
ロ
ー
計
算
書
）

期首（平成２４年度末）資金残高  １３．９億円

期末（平成２５年度末）資金残高 １１．３億円

【内訳】

■経常的収支 ２３．６億円
人件費支出、税収入、国庫補助金など

■資本的収支 △２１．２億円
固定資産取得支出、売却収入など
（うち固定資産取得支出　　　１９．６億円）
■財務的収支 △５．０億円
公債費（元利償還金）支出、市債発行収入など

当期収支 △２．６億円

■
財
務
書
類
の
公
表
の
背
景
は
…

　

現
在
の
地
方
公
共
団
体
の
会
計
制
度
は
、

予
算
の
適
正
・
確
実
な
執
行
に
資
す
る
た
め
、

単
年
度
の
収
入
・
支
出
を
対
比
し
た
現
金
の

流
れ
に
主
眼
が
置
か
れ
た
「
現
金
主
義
」
が

採
用
さ
れ
て
い
ま
す
。
こ
の
こ
と
に
よ
り
、

決
算
書
か
ら
そ
の
年
に
ど
の
よ
う
な
収
入
が

あ
り
、
そ
れ
を
ど
の
よ
う
に
使
っ
た
と
い
っ

た
現
金
の
動
き
が
分
か
り
や
す
い
仕
組
み
に

な
っ
て
い
ま
す
。
し
か
し
、
こ
の
制
度
で

は
、
地
方
公
共
団
体
が
整
備
し
て
き
た
資
産

の
情
報
や
行
政
サ
ー
ビ
ス
提
供
の
た
め
に
発

生
し
た
１
年
間
の
コ
ス
ト
の
情
報
が
把
握
で

き
ま
せ
ん
で
し
た
。

　

そ
の
よ
う
な
中
、
平
成　

年
８
月
に
総
務

１８

省
よ
り
「
地
方
公
共
団
体
に
お
け
る
行
政
改

革
の
更
な
る
推
進
の
た
め
の
指
針
」
が
地
方

公
共
団
体
に
示
さ
れ
、
地
方
公
共
団
体
は
、

資
産
や
債
務
の
情
報
が
分
か
る
、
企
業
会
計

的
な
手
法
を
取
り
入
れ
た
、
公
会
計
整
備
の

推
進
に
取
り
組
む
こ
と
が
求
め
ら
れ
ま
し

た
。
平
成　

年
秋
か
ら
は
、
人
口
３
万
人
以

２１

上
の
市
に
つ
い
て
は
財
務
書
類
の
整
備
・
公

表
が
求
め
ら
れ
て
い
ま
す
。

　

な
お
、
本
年
度
よ
り
「
基
準
モ
デ
ル
」
を

採
用
し
ま
し
た
。
前
年
度
ま
で
の
「
総
務
省

改
訂
モ
デ
ル
」
と
異
な
り
、
公
共
資
産
に
つ

い
て
時
価
評
価
を
行
い
ま
し
た
（
現
在
の
物

価
水
準
に
合
せ
る
）。
こ
れ
に
よ
り
、
よ
り

実
態
に
近
い
財
務
書
類
の
作
成
が
可
能
と
な

り
ま
し
た
。

　

那
珂
市
の
財
務
書
類
な
ど
の
詳
細
に
つ
い

て
は
、
市
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
で
公
表
し
て
い
ま

す
。


